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＜高等裁判所における民事訴訟事件（控訴審）の審理の状況＞

３．１ 民事控訴審訴訟事件について

○ 民事訴訟における控訴審の手続の流れ

民事控訴審訴訟事件の手続の流れについて，ごく簡単に説明する。

○ 民事控訴審訴訟事件の統計について

今回の報告書の統計データについて，あらかじめ一般的な説明をしておく。

３．２ 民事控訴審訴訟事件の審理期間等について

３．２．１ 統計データから見る民事控訴審像

○ 民事控訴審訴訟事件（高等裁判所）の概況 【表１～表６】

民事控訴審訴訟事件に関する基本的なデータを概観する。

○ 民事控訴審訴訟事件の審理期間の状況 【図７～図９】

控訴審の審理期間については，６月以内の事件が７１．１％を占めている（【図７】）。原審で十分

な審理がされている場合には，控訴審の審理は早期に終局するのが通常であり，そのようなケース

が大半であることを表しているのではないかと考えられる。

また，判決で終局した事件は，他の終局事由に比して平均審理期間が長い（【図８】）。

３．２．２ 審理期間と期日回数及び期日間隔との関係

○ 期日の実施状況 【図１０～図１２】

口頭弁論期日回数１回の事件が５８．５％，争点整理期日回数０回の事件が８７．３％，全期日回

数１回の事件が５３．８％を占めている（【図１０】，【図１１】，【図１２】）。控訴審では，第一審で十分

な審理・判断がされ，更なる争点整理や証拠調べを要しないと判断した場合，争点整理期日を開く

ことなく第１回口頭弁論期日で結審すること（一回結審）となるが，上記データは，そのような事件が

多いことを示唆している。

○ 事件類型別の期日の実施状況 【図１３～図１５】

事件類型別に見ると，「医療損害賠償」や「建築瑕疵損害賠償」の平均審理期間が長い（【図１

３】）。

○ 審理期間と期日回数及び期日間隔との関係 【図１６】

審理期間と平均全期日回数との間には比例的な関係が認められるが，平均期日間隔は，審理期

間３年以内の事件についてはおおむね一定である（【図１６】）。したがって，控訴審の審理期間の
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長期化は，基本的には，期日間隔の長期化よりも期日回数の増加によるものと考えられる。

○ 終局区分別の期日回数及び期日間隔 【図１７～図１８の２】

控訴棄却以外の判決で終局した事件は，全期日回数２回以上の事件の割合が６１．０％となって

おり，他の終局区分に比べて多い（【図１７】）。また，控訴棄却以外の判決で終局した事件の平均

期日間隔は，他の終局区分のそれと同じか，それよりも短い（【図１８の１】，【図１８の２】）。したがっ

て，控訴棄却以外の判決の場合に審理期間が長くなっているのは，期日間隔ではなく期日回数の

増加によるものと考えられる。

３．２．３ 人証数と審理期間との関係

○ 人証数の状況 【図１９～図２１】

人証調べを実施しなかった事件が９５．１％を占めているが（【図１９】），取り調べるべき人証は第

一審において取り調べているのが通常であるため，控訴審において人証調べが必要となる事件は

少ないという事情によるものと考えられる。

また，控訴棄却以外の判決で終局した事件は，他の終局区分の事件よりも，平均人証数及び人

証を実施した割合が多くなっている（【図２１】）。

○ 人証数と審理期間との関係 【図２２，図２３】

人証調べが実施された事件の審理期間は，人証調べが実施されなかった事件の審理期間より長

い（【図２２】，【図２３】）。

○ 人証数と期日回数及び期日間隔との関係 【図２４，図２５】

人証数が増えると，おおむね平均期日回数が増加している（【図２４】，【図２５】）。人証数が多い

事件ほど，人証により証明を要する争点が多数であることが多いため，控訴審においても，争点整

理期日回数が増加するとともに，争点整理又は人証調べを実施する口頭弁論期日の回数も増加し

たものと考えられる。

○ 人証数別の弁論終結から終局までの期間 【図２６】

人証調べが実施された事件では，例外を除き，人証調べが実施されなかった事件に比べて，

弁論終結から終局までの期間が長くなっている（【図２６】）。これは，人証調べが実施された事

件の方が，争点についての判断が難しい事件が多いことを示唆しているように思われる。

３．２．４ 当事者数と審理期間との関係

○ 当事者数の状況 【図２７】

控訴人及び被控訴人が各１人の訴訟が６７．８％を占めている（【図２７】）。

○ 当事者数と審理期間との関係 【図２８～図３０】
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当事者の数が多くなると，審理期間が長くなっているが，控訴人数が多くなる場合と被控訴

人数が多くなる場合とで，審理期間の長くなる傾向はほとんど変わらない（【図２８】，【図２９】，

【図３０】）。この点は，第一審において，原告数が増加した場合の方が被告数が増加した場合

よりも長期化しやすいという傾向が見られたのとは異なる。

○ 当事者数と期日回数及び期日間隔との関係 【図３１～図３４】

当事者数が増えると，おおむね平均期日回数が増加している（【図３１】，【図３２】，【図３３】）。

これは，当事者の数が多いほど，取調べを必要とする人証数が増加するとともに，訴訟物，争

点及び関連証拠が増加するため，控訴審においても争点整理に多くの期日を要することを示

唆しているのではないかと考えられる。

他方，控訴人又は被控訴人の数が１人の場合と２人～９人の場合とで，平均期日間隔はほ

とんど変わらないが，１０人以上となると，平均期日間隔が若干長くなっている（【図３４】）。これ

は，当事者が１０人以上となると，共通の訴訟代理人が付かないケースにおいて，期日調整が

困難となるという事情によるものではないかと考えられる。

○ 当事者数別の弁論終結から終局までの期間 【図３５】

【図３５】によれば，当事者数が多くなると，弁論終結から終局までの平均期間が長くなって

いる。当事者数の増加による訴訟物や争点の増加等を反映したものと考えられる。

３．２．５ 訴訟代理人の選任状況と審理期間との関係

○ 訴訟代理人の選任状況 【図３６，図３７】

控訴審では，当事者双方に訴訟代理人が選任される割合が７２．８％であり，第一審のそれ

（３８．１％）よりも高い（【図３６】）。

○ 訴訟代理人の選任状況と審理期間との関係 【図３８，図３９】

当事者双方に訴訟代理人が選任されている事件が，最も平均審理期間が長く，６月以内に

終局した事件の割合が少なくなっている（【図３８】，【図３９】）。控訴審においても，内容が複雑

困難な事件ほど訴訟代理人が選任されることが多いという事情が影響しているのではないかと

思われる。

○ 訴訟代理人の選任状況と期日回数及び期日間隔との関係 【図４０，４１】

当事者双方に訴訟代理人が選任されている事件が，最も平均期日回数が多いが，平均期

日間隔は，訴訟代理人の選任状況によって大きな差はない（【図４０】，【図４１】）。そうすると，

当事者双方に訴訟代理人の選任されている事件が最も審理期間が長いという前述の結果は，

期日回数の増加によるものと考えられる。

○ 訴訟代理人の選任状況と人証数との関係 【図４２】
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控訴人側のみに訴訟代理人が選任されている事件の平均人証数が最も多く，次いで，当事

者双方に訴訟代理人が選任されている事件の平均人証数が多い（【図４２】）。控訴人に訴訟

代理人が選任されている場合には，同代理人が，法律専門家としての知識・経験に基づき，控

訴審において様々な主張立証を試み，その中で積極的に人証申請等を行うことも少なくないと

いった事情が影響しているのではないかと考えられる。

３．２．６ 第一審の審理期間と控訴審の審理期間との関係 【図４３】

全体的な傾向としては，第一審の審理期間が長くなるにつれて控訴審の審理期間も長くな

るという傾向が一応うかがわれるが，他方で，第一審の審理が長期化した場合でも，控訴審の

審理期間の長さは，一定の範囲内に収まっているケースが相当程度あるといえる（【図４３】）。

基本的には，内容が複雑困難な事件ほど第一審も控訴審も審理期間が長くかかるが，控訴審

においては，第一審の審理及び判決を前提とすることができるため，審理期間の長さが一定の

範囲内に収まるのではないかと考えられる。

３．２．７ 審理期間と上訴率との関係

○ 控訴審の審理期間と上告率との関係 【図４４～図４６】

控訴審の審理期間が１年を超えた事件については，上告率が比較的高くなっており（【図４

４】），第一審の訴え提起から控訴審の判決言渡しまでの通算の審理期間が３年を超えた事件

についても，上告率が比較的高くなっている（【図４６】）。これらの事件には，争いが深刻な事

件，あるいは内容が複雑困難であったり，当事者数が多い事件などが，より多く含まれている

ためではないかと考えられる。

また，期日を１回も開くことなく判決をした場合（大半は，第一審が口頭弁論を経ないで訴え

却下の判決をし，控訴審もそれを支持して，口頭弁論を経ずに控訴棄却の判決をしたケース

であると考えられる。）は上告率が高いが，いわゆる一回結審の事件については，上告率は高

くない（【図４５】）。

３．３ 民事控訴審訴訟事件の審理期間等の経年的推移

○ 審理期間と期日回数・期日間隔の経年的推移 【図４７～図４９】

昭和５８年から平成１８年に至るまで，平均審理期間及び平均口頭弁論期日回数はほぼ一

貫して短縮化しているのに対し，平均期日間隔は，ほぼ横ばいであり，むしろ平成１０年以降

若干長くなっている（【図４７】，【図４８】，【図４９】）。したがって，控訴審における平均審理期間

の短縮は，期日回数の減少によってもたらされたといえる。
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○ 人証数の経年的推移 【図５０～図５２】

控訴審における平均人証数は，ここ２０年ほどで減少してきており（【図５０】），また，人証調

べを実施した事件では，人証数１人の事件の占める割合が若干増加し，人証実施事件におけ

る平均人証数も減少してきた（【図５１】，【図５２】）。第一審においては，これまで訴訟運営の

改善が重ねられ，充実した争点整理に基づき必要な人証を取り調べるという審理の在り方が実

現されるようになってきたが，第一審で争点の解明に必要な人証調べが実施されていれば，そ

れを前提とする控訴審においては人証調べを実施する必要がないと考えられることから，上記

のような控訴審における人証数の減少が見られるようになったものと考えられる。

○ 審理期間と新受事件数の経年的推移 【図５３】

新受件数の増加にもかかわらず，控訴審の平均審理期間は短縮化しており，その短縮化傾

向は第一審と比べても顕著である（【図５３】）。

○ 審理期間別事件数の経年的推移 【図５４】

審理期間６月以内で終局している事件の割合が，現行の民事訴訟法が施行された平成１０

年以降，大幅に増加している（【図５４】）。この原因としては，第一審において訴訟運営の改善

が進み，充実した審理及びこれに基づく判断がされるようになってきたことが，控訴審の審理

期間の短縮化にも貢献した面が大きいのではないかと考えられる。

３．４ 控訴審における専門訴訟

３．４．１ 控訴審における医事関係訴訟

○ 医事関係訴訟の控訴審における審理期間の状況 【図５５，図５６】

医事関係訴訟の控訴審の平均審理期間は，民事訴訟全体のそれの２倍近くとなっているが

（【図５５】），第一審においては，医事関係訴訟の平均審理期間（２５．５月）は，民事訴訟全体

のそれ（７．８月）の約３．３倍であり，それに比べれば，長期化の度合いは小さい。専門訴訟の

審理の特性あるいは困難性というものが，第一審ではまず直接的に審理期間に反映するが，

控訴審では，第一審の審理と判決が前提となることから，専門訴訟の特性等による影響が第一

審ほどは大きくないのではないかと考えられる。

また，鑑定を実施した事件はいずれも審理期間が長期化しているが，医事関係訴訟の鑑定

実施事件では，控訴審においても，審理期間が３０．３月に達している（【図５５】）。

民事訴訟全体の控訴審では，審理期間が６月以内の事件の割合が圧倒的に多いのに対し，

医事関係訴訟の控訴審では，審理期間６月以内の事件の割合が最も多いものの，６月超１年

以内の事件の割合も相当程度多く，また，控訴審の審理期間が１年を超えた事件の割合も，

医事関係訴訟の方が民事訴訟全体よりも多い（【図５６】）。これらは，医事関係訴訟の複雑困
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難性を反映したものと考えられる。

○ 医事関係訴訟の控訴審における鑑定の状況と審理期間への影響 【図５７～図５９】

控訴審においても，医事関係訴訟の鑑定実施率は，民事訴訟全体のそれに比べて格段に

高い（【図５７】）。医事関係訴訟の控訴審において鑑定を実施した事件は，平均審理期間が３

０．３月と長期化しており，これが上記鑑定実施率の高さと相まって，医事関係訴訟の控訴審

事件全体の平均審理期間を長くする大きな要因となっているのではないかと考えられる。

医事関係訴訟で鑑定を実施した事件では，控訴審においても，平均全期日回数が多くなっ

ている（【図５８】）。このような事件は，内容的にも困難な事件であり，争点整理に期日を要する

ため，期日回数も多くなっているものと考えられる。

鑑定を実施した事件は平均期日間隔が半月以上長くなっている（【図５９】）。鑑定期間中に

期日を入れていないことが，平均期日間隔が長くなることに影響していると考えられるが，鑑定

を要するような困難な事件では，期日間の準備にも時間がかかっている可能性がある。

３．４．２ 控訴審における建築関係訴訟

○ 建築関係訴訟の控訴審における審理期間の状況 【図６０，図６１】

建築瑕疵損害賠償事件及び建築請負代金事件の控訴審の平均審理期間は，それぞれ，

民事訴訟全体のそれの約１．８倍，約１．３倍となっているが（【図６０】），第一審においては，

建築瑕疵損害賠償事件及び建築請負代金事件の平均審理期間（それぞれ，２３．７月，１４．２

月）は，それぞれ，民事訴訟全体のそれ（７．８月）の約３．０倍，約１．８倍であり，それに比べる

と長期化の度合いは小さい。控訴審においては，第一審の審理と判決が前提となることから，

専門訴訟の審理の特性あるいは困難性による審理期間への影響が第一審ほどは大きくない

のではないかと考えられる。

建築関係訴訟においては，審理期間が６月以内の事件の割合が最も多いが，その程度は，

民事訴訟全体に比べると少ない（【図６１】）。

３．４．３ 控訴審における知的財産権訴訟

○ 知的財産権訴訟の控訴審における審理期間の状況 【図６２，図６３】

知的財産権訴訟と民事訴訟全体の各控訴審における平均審理期間の差は限られたものと

なっている（【図６２】）。これは，知的財産権訴訟が専門性の高い訴訟類型であるところ，第一

審においては，当該専門性の故に，争点整理等に相当程度の時間を要するため，平成１８年

における平均審理期間は，民事訴訟全体に比べて４．３月長くなっているのに対し，控訴審に

おいては，第一審の審理及び判断を前提として手続を進めることとされているため，知的財産
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権訴訟の専門性による審理期間への影響が，第一審ほど大きくないことに起因するのではな

いかと考えられる。

また，審理期間が６月以内の事件の割合と６月超１年以内の事件の割合の合計を見ると，知

的財産権訴訟の控訴審と民事訴訟全体の控訴審との差は限られたものとなっている（【図６

３】）。

以上のことから，知的財産権訴訟の控訴審は，専門性による影響を受けつつも，民事訴訟

全体の控訴審に準じた審理期間で審理を行っているといえよう。

３．４．４ 控訴審における労働関係訴訟

○ 労働関係訴訟の控訴審における審理期間の状況 【図６４，図６５】

労働関係訴訟と民事訴訟全体の各控訴審における平均審理期間はほぼ同じである（【図６

４】）。これは，労働関係訴訟においては，規範的要件の当てはめの検討が必要であることや，

立証方法として人証が多いことなどの特質があり，第一審ではその特質が平均審理期間の長

さに影響を及ぼしている（平成１８年における労働関係訴訟の平均審理期間は，民事訴訟全

体の平均審理期間よりも４．７月長い。）と考えられるのに対し，控訴審では，第一審の審理及

び判断を前提として手続を進めることとされているため，上記のような労働関係訴訟の特質の

影響を受ける度合いが小さいことに起因するのではないかと考えられる。

また，審理期間別の事件割合については，労働関係訴訟の控訴審は，民事訴訟全体の控

訴審とおおむね同様の傾向が見られるものといえよう（【図６５】）。

３．４．５ 控訴審における行政事件訴訟

○ 行政事件訴訟の控訴審における審理期間の状況 【図６６，図６７】

行政事件訴訟と民事訴訟全体の各控訴審の平均審理期間の差は限られたものとなってい

る（【図６６】）。これは，行政事件訴訟が，行政法規の解釈適用等が争点となる専門性の高い

訴訟類型である上，争点が多数で複雑な事案が多いことなどのため，第一審においては，平

均審理期間の差が大きい（平成１８年における行政事件訴訟の平均審理期間は，民事訴訟全

体の平均審理期間よりも６．６月長い。）と考えられるのに対し，控訴審においては，第一審の

審理及び判断を前提として手続を進めることとされているため，行政事件訴訟の専門性や当

該事案の複雑性による審理期間への影響が，第一審ほど大きくないことに起因するのではな

いかと考えられる。

また，審理期間が６月以内の事件の割合と６月超１年以内の事件の割合の合計を見ると，行

政事件訴訟の控訴審と民事訴訟全体の控訴審との差は限られたものとなっている（【図６７】）。
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以上のことから，行政事件訴訟の控訴審は，専門性や当該事案の複雑性による影響を受け

つつも，民事訴訟全体の控訴審に準じた審理期間で審理を行っているといえよう。

○ 行政事件訴訟の控訴審における審理等の概況 【表６８～表７２】

行政事件訴訟の控訴審の審理を第一審のそれと比べると，民事訴訟全体の控訴審の場合

と同様，争点整理実施率が低く，平均人証数が少ないという特徴が統計上見られる。控訴審が

第一審の審理及び判決を前提として手続を進めていることが，こうした統計数値に表れている

と考えられる。

○ 行政事件訴訟の控訴審における新受事件及び平均審理期間の経年的変化 【図７３】

行政事件訴訟では，近時の新受件数の増加にもかかわらず，平均審理期間が短縮化し

ているが，その背景には，行政事件訴訟の控訴審においても，民事訴訟全体の控訴審に

おけるのとおおむね同様の審理が行われるようになったことがあるものと考えられる。

３．５ 事件数や審理期間に関する地域的状況

○ 高等裁判所別の事件数及び審理期間の状況 【図７４～図７７】

高等裁判所別の既済事件数を見ると，東京高等裁判所及び大阪高等裁判所の既済事件数

が，他の高等裁判所のそれに比べて圧倒的に多い（【図７４】，【図７５】）。

また，平均審理期間は，高等裁判所により，多少のばらつきがある。平均審理期間について，

平成１８年の数値と平成元年から平成１８年までの平均値を比較すると，民事訴訟事件では，

すべての庁（支部）において，平成１８年平均審理期間の方が短くなっているのに対し，行政

事件では，平成１８年平均審理期間の方が長い庁（支部）が２庁ある（【図７６】，【図７７】）。
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※ （ ）内のページ数及び図表の番号は，図表に対応する迅速化検証報告書（平成

１７年７月）中の地裁第一審訴訟事件に関する図表の掲載ページ及び図表番号を示

したものである。

１ 平成１８年単年度

【表１】 民事控訴審訴訟事件数及び平均審理期間(※ 表 )P19- 3

【表２の１】 平均口頭弁論期日回数及び平均期日間隔(※ 表 )P20- 5

【表２の２】 平均口頭弁論期日回数及び平均期日間隔（判決言渡期日を含む）

【表３】 争点整理実施率及び平均争点整理期日回数(※ 表 )P20- 6

【表４】 平均人証数(※ 表 )P20- 7

【表５】 鑑定及び検証実施率(※ 表 )P20- 8

【表６】 終局区分別の事件数及び事件割合(※ 表 )P21- 9

【図７】 審理期間別の事件割合(※ 図 )P21- 11

【図８】 控訴審終局区分別の平均審理期間

【図９】 控訴審終局区分別の控訴審審理期間分布

【図１０】 口頭弁論期日回数の分布状況(※ 図 の )P25- 16 1

【図１１】 争点整理期日回数の分布状況(※ 図 の )P25- 16 2

【図１２】 全期日回数の分布状況(※ 図 )P25- 17

【図１３】 事件類型別の平均口頭弁論期日回数と平均審理期間(※ 図 )P27- 19

図１４ 事件類型別の平均争点整理実施率と平均審理期間(※ 図 の )【 】 P28- 20 1

【図１５】 事件類型別の平均争点整理期日回数と平均審理期間(※ 図 のP29- 20

)2

【図１６】 審理期間別の平均全期日回数及び平均期日間隔(※ 図 )P30- 21

【図１７】 控訴審終局区分別の全期日回数分布

【図１８の１】 控訴審終局区分別の平均期日間隔

【図１８の２】 控訴審終局区分別の平均期日間隔（判決言渡期日を含む）

【図１９】 人証数の分布状況(※ 図 )P32- 23

【図２０】 事件類型別の平均人証数とその内訳(※ 図 )P33- 25

【図２１】 控訴審終局区分別の人証数分布

【図２２】 人証数別の平均審理期間(※ 図 )P34- 26

【図２３】 人証数別の審理期間の分布状況(※ 図 )P35- 27

【図２４】 人証数別の平均全期日回数及び平均期日間隔(※ 図 )P36- 28
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【図２５】 人証数別の平均口頭弁論期日回数及び平均争点整理期日回数

(※ 図 )P37- 29

【図２６】 人証数別の弁論終結から終局までの平均期間(※ 図 )P37- 30

【図２７】 当事者数の分布状況(※ 図 )P38- 31

【図２８】 当事者数別の平均審理期間(※ 図 )P40- 33

【図２９】 審理期間別の控訴人数の分布状況(※ 図 の )P40- 34 1

【図３０】 審理期間別の被控訴人数の分布状況(※ 図 の )P41- 34 2

【図３１】 当事者数別の平均全期日回数(※ 図 )P42- 35

【図３２】 当事者数別の平均口頭弁論期日回数(※ 図 )P42- 36

【図３３】 当事者数別の平均争点整理期日回数(※ 図 )P42- 37

【図３４】 当事者数別の平均期日間隔(※ 図 )P43- 38

【図３５】 当事者数別の弁論終結から終局までの平均期間(※ 図 )P45- 41

【図３６】 訴訟代理人の選任状況(※ 図 )P47- 43

【図３７】 事件類型別の訴訟代理人の選任状況(※ 図 )P48- 44

【図３８】 訴訟代理人の選任状況別の平均審理期間(※ 図 )P49- 45

【図３９】 訴訟代理人の選任状況別の審理期間の分布状況(※ 図 )P49- 46

【図４０】 訴訟代理人の選任状況別の平均口頭弁論期日回数及び平均争点整理

期日回数(※ 図 の )P50- 47 1

【図４１】 訴訟代理人の選任状況別の平均期日間隔(※ 図 の )P50- 47 2

【図４２】 訴訟代理人の選任状況別の平均人証数(※ 図 )P51- 50

【図４３】 第一審審理期間別の控訴審審理期間分布

【図４４】 控訴審の審理期間別の上告率

【図４５】 控訴審の全期日回数別の上告率

【図４６】 第一審及び控訴審の合計審理期間別の上告率

２ 経年変化

【図４７】 平均審理期間と平均口頭弁論期日回数の推移(※ 図 )P54- 52

【図４８】 平均審理期間と平均期日間隔の推移(※ 図 )P54- 53

【図４９】 平均審理期間，平均口頭弁論期日回数及び平均期日間隔の推移

(※ 図 )（昭和 年の各数値を とし，指数化して，そのP55- 54 58 100

後の推移を見たもの）

【図５０】 平均人証数の推移(※ 図 )P56- 55

【図５１】 平均人証数の推移（人証調べを実施した事件）(※ 図 )P57- 58
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【図５２】 人証数の割合の推移（人証調べを実施した事件）(※ 図 )P57- 59

【図５３】 新受件数と平均審理期間の推移(※ 図 )P62- 68

【図５４】 既済事件の審理期間（控訴審のみ）別事件数の推移(※ 図 )P63- 69

【図５５】 平均審理期間（医事関係訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）

【図５６】 審理期間別の事件割合

（医事関係訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）

【図５７】 鑑定実施率（医事関係訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）

【図５８】 鑑定の有無別の平均全期日回数（医事関係訴訟及び民事控訴審訴訟

事件全体）

【図５９】 鑑定の有無別の平均期日間隔（医事関係訴訟及び民事控訴審訴訟事

件全体）

【図６０】 平均審理期間（建築関係訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）

【図６１】 審理期間別の事件割合

（建築関係訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）

【図６２】 平均審理期間（知的財産権訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）

【図６３】 審理期間別の事件割合（知的財産権訴訟及び民事控訴審訴訟事件全

体）

【図６４】 平均審理期間（労働関係訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）

【図６５】 審理期間別の事件割合

（労働関係訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）

【図６６】 平均審理期間（行政事件訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）

【図６７】 審理期間別の事件割合

（行政事件訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）

【表６８】 平均口頭弁論期日回数及び平均期日間隔

【表６９】 平均口頭弁論期日回数及び平均期日間隔（判決言渡期日を含む）

【表７０】 争点整理実施率及び平均争点整理期日回数

【表７１】 平均人証数

【表７２】 終局区分別の事件数及び事件割合

【図７３】 審理期間と新受件数の経年的変化

３ 高裁別

【図７４】 高裁別既済事件数の状況（民事）(※ 図 )P145- 277

【図７５】 高裁別既済事件数の状況（行政）
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【図７６】 高裁別審理期間の状況（民事）(※ 図 )P146- 279

【図７７】 高裁別審理期間の状況（行政）



Ⅰ　平成18年単年度
　

【表１】民事控訴審訴訟事件数及び平均審理期間(※P19-表3) 【表６】終局区分別の事件数及び事件割合(※P21-表9)
民事控訴審訴訟事件数 15,290 8,856
平均審理期間（月） 6.2 57.9%

5,126
【表２の１】平均口頭弁論期日回数及び平均期日間隔(※P20-表5) 33.5%
平均口頭弁論期日回数 1.5 233
平均期日間隔（月） 3.0 1.5%
　平均期日間隔＝平均審理期間÷平均全期日回数　 737
　全期日回数＝判決言渡期日を除く口頭弁論期日回数＋争点整理期日回数 4.8%

338
【表２の２】平均口頭弁論期日回数及び平均期日間隔（判決言渡期日を含む） 2.2%

2.1
2.4

　平均期日間隔＝平均審理期間÷平均全期日回数（判決言渡期日を含む）
  全期日回数（判決言渡期日を含む）＝口頭弁論期日回数＋争点整理期日回数＋判決言渡期日

【表３】争点整理実施率及び平均争点整理期日回数(※P20-表6)
1,946件

12.7%
0.6

4.4

【表４】平均人証数(※P20-表7)
0.09 1.76
0.04 0.89
0.04 0.87

　端数処理の関係で各内訳の人数の合計は全体の人数と必ずしも一致しない。

【表５】鑑定及び検証実施率(※P20-表8)
９４件
0.61%
５件

0.03%

和 解

鑑定
実施率
検証

実施率

訴え取下げ

控訴取下げ

それ以外

終

局

区

分

判 決

平均口頭弁論期日回数

人証調べ
平均人証数 平均人証数（人証調べ実施事件）
うち平均証人数 うち平均証人数
うち平均本人数 うち平均本人数

平均期日間隔（月）

争点整理
手　続

実施率

平均争点整理期日回数（全事件）
平均争点整理期日回数
（争点整理手続実施事件）



【図８】　控訴審終局区分別の平均審理期間

【図７】審理期間別の事件割合(※P21-図11)
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【図９】控訴審終局区分別の控訴審審理期間分布
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21.0

4.8

12.8

6.2

9.0

6.4

1.8

2.4

0.7
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判決（棄却）
（平均6.1月）

判決（棄却以外）
（平均8.8月）

和解
（平均5.9月）

取下げ（訴え）
（平均5.7月）

取下げ（控訴）
（平均3.2月）

その他
（平均2.4月）

合計
（平均6.2月）

６月以内 ６月超１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超５年以内 ５年を超える

総数 ６月以内 ６月超１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超５年以内 ５年を超える

判決（棄却） (100) (73.9) (20.2) (4.8) (0.7) (0.3) (0)
(平均 6.1月) 6,468 4,781 1,306 311 46 22 2

判決（棄却以外） (100) (49) (34.3) (12.8) (2.6) (1.2) (0.1)
(平均 8.8月) 2,388 1,170 819 306 61 29 3

和解 (100) (73.4) (19.1) (6.2) (1) (0.3) (0)
(平均 5.9月) 5,126 3,762 979 317 49 17 2

取下げ（訴え） (100) (74.7) (14.6) (9) (1.7) (0) (0)
(平均 5.7月) 233 174 34 21 4 0 0

取下げ（控訴） (100) (90.2) (7.3) (1.8) (0.3) (0.4) (0)
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【図１０】口頭弁論期日回数の分布状況
　　　　　(※P25-図16の1)
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【図１１】争点整理期日回数の分布状況
　　　　　(※P25-図16の2)
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【図１２】全期日回数の分布状況(※P25-図17)
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【図１３】事件類型別の平均口頭弁論期日回数と平均審理期間
　　　　　(※P27-図19)
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【図１４】事件類型別の平均争点整理実施率と平均審理期間(※P28-図20の1)
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【図１５】事件類型別の平均争点整理期日回数と平均審理期間(※P29-図20の2)
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【図１６】審理期間別の平均全期日回数及び平均期日間隔(※P30-図21)
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【図１７】控訴審終局区分別の全期日回数分布

66.0

38.4

53.2

53.8

21.8

15.5

12.5

7.2

7.0

6.0

15.6

8.7

7.7

8.2

4.0

9.3

79.9

63.2

34.3

10.5

0.8

0.6

38.6

25.1

11.8

16.7

13.6

10.7

5.3

3.8

5.7

4.7

1.2

2.4

4.4

7.0

4.7

2.6

3.7

1.8

0.9

2.4

1.9

1.0

2.1

1.3

0.3

0.0

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

判決（棄却）
（平均1.8回）

判決（棄却以外）
（平均3.2回）

和解
（平均2.1回）

取下げ（訴え）
（平均1.5回）

取下げ（控訴）
（平均0.6回）

その他
（平均0.4回）

合計
（平均2.0回）

０回 １回 ２回 ３回 ４回 ５～10回 11回以上

総数 ０回 １回 ２回 ３回 ４回 ５～10回 11回以上
判決（棄却） (100) (0.8) (66.0) (16.7) (5.7) (3.7) (6.0) (1.0)
(平均 1.8回) 6,468 49 4,272 1,080 368 242 391 66

判決（棄却以外） (100) (0.6) (38.4) (21.8) (12.5) (7.0) (15.6) (4.0)
(平均 3.2回) 2,388 15 916 521 299 168 373 96

和解 (100) (10.5) (53.2) (13.6) (7.2) (4.7) (8.7) (2.1)
(平均 2.1回) 5,126 536 2,727 698 370 240 448 107

取下げ（訴え） (100) (34.3) (38.6) (10.7) (4.7) (2.6) (7.7) (1.3)
(平均 1.5回) 233 80 90 25 11 6 18 3

取下げ（控訴） (100) (63.2) (25.1) (5.3) (2.4) (1.8) (1.9) (0.3)
(平均 0.6回) 737 466 185 39 18 13 14 2

その他 (100) (79.9) (11.8) (3.8) (1.2) (0.9) (2.4) (0.0)
(平均 0.4回) 338 270 40 13 4 3 8 0

合計 (100) (9.3) (53.8) (15.5) (7.0) (4.4) (8.2) (1.8)
(平均 2.0回) 15,290 1,416 8,230 2,376 1,070 672 1,252 274



【図１８の１】控訴審終局区分別の平均期日間隔
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【図１８の２】控訴審終局区分別の平均期日間隔（判決言渡期日を含む）
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【図１９】人証数の分布状況(※P32-図23)
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【図２０】事件類型別の平均人証数とその内訳(※P33-図25)
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【図２１】控訴審終局区分別の人証数分布
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【図２２】人証数別の平均審理期間(※P34-図26)
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【図２３】人証数別の審理期間の分布状況(※P35-図27)
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【図２４】人証数別の平均全期日回数及び平均期日間隔(※P36-図28)

1.9

4.3
4.9

6.3 6.2

9.2

0.0

4.0

6.0

3.5

0.0

3.1

2.6

2.4 2.4 2.4

0.0

4.5

2.3

1.9

0.0

2.9

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 ８人 ９人 １０人以上

平
均
全
期
日
回
数

（
回

）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

平
均
期
日
間
隔

（
月

）

平均全期日回数

平均期日間隔

【図２５】人証数別の平均口頭弁論期日回数及び平均争点整理期日回数(※P37-図29)
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【図２６】人証数別の弁論終結から終局までの平均期間(※P37-図30)
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【図２７】　当事者数の分布状況(※P38-図31)
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【図２８】当事者数別の平均審理期間(※P40-図33)
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【図２９】審理期間別の控訴人数の分布状況(※P40-図34の1)
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【図３０】審理期間別の被控訴人数の分布状況(※P41-図34の2)
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【図３１】当事者数別の平均全期日回数
　　　　　(※P42-図35)
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【図３２】当事者数別の平均口頭弁論期日回数
　　　　　(※P42-図36)
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【図３３】当事者数別の平均争点整理期日回数
　　　　　(※P42-図37)
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【図３４】当事者数別の平均期日間隔
　　　　　(※P43-図38)
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【図３５】当事者数別の弁論終結から終局までの平均期間(※P45-図41)
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【図３６】訴訟代理人の選任状況(※P47-図43)
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【図３７】事件類型別の訴訟代理人の選任状況(※P48-図44)
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【図３８】訴訟代理人の選任状況別の平均審理期間(※P49-図45)
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【図３９】訴訟代理人の選任状況別の審理期間の分布状況(※P49-図46)
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【図４０】訴訟代理人の選任状況別の平均口頭弁論期日回数
　　　　　及び平均争点整理期日回数(※P50-図47の1)
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【図４１】訴訟代理人の選任状況別の平均期日間隔
　　　　　(※P50-図47の2)
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【図４２】訴訟代理人の選任状況別の平均人証数
　　　　　(※P51-図50)
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【図４３】第一審審理期間別の控訴審審理期間分布
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【図４４】控訴審の審理期間別の上告率

【図４５】　控訴審の全期日回数別の上告率
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【図４６】第一審及び控訴審の合計審理期間別の上告率
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　Ⅱ　経年変化

【図４７】平均審理期間と平均口頭弁論期日回数の推移(※P54-図52)
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【図４８】平均審理期間と平均期日間隔の推移(※P54-図53)
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【図４９】平均審理期間，平均口頭弁論期日回数及び平均期日間隔の推移(※P55-図54)
　　　　　　　　　　（昭和58年の各数値を100とし，指数化して，その後の推移を見たもの）
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【図５０】平均人証数の推移(※P56-図55)
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【図５１】平均人証数の推移（人証調べを実施した事件）(※P57-図58)
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【図５２】人証数の割合の推移（人証調べを実施した事件）(※P57-図59)
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【図５３】新受件数と平均審理期間の推移(※P62-図68)

　「－平均審理期間（（第一審～控訴審終局）－（控訴審のみ））」は，控訴提
起のあった事件について，第一審の訴え提起から高裁で控訴が受理される
までの平均審理期間を意味する。
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【図５４】既済事件の審理期間（控訴審のみ）別事件数の推移(※P63-図69)
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【図５５】平均審理期間（医事関係訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）

【図５６】審理期間別の事件割合（医事関係訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）
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【図５７】鑑定実施率（医事関係訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）

【図５８】鑑定の有無別の平均全期日回数（医事関係訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）

【図５９】鑑定の有無別の平均期日間隔（医事関係訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）
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【図６０】平均審理期間（建築関係訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）

【図６１】審理期間別の事件割合（建築関係訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）
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【図６２】　平均審理期間（知的財産権訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）

【図６３】審理期間別の事件割合（知的財産権訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）
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【図６４】　平均審理期間（労働関係訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）

【図６５】審理期間別の事件割合（労働関係訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）
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【図６６】　平均審理期間（行政事件訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）

【図６７】審理期間別の事件割合（行政事件訴訟及び民事控訴審訴訟事件全体）
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○　行政事件訴訟における審理等の概況

【表６８】平均口頭弁論期日回数及び平均期日間隔
平均口頭弁論期日回数 2.0
平均期日間隔（月） 3.6
　平均期日間隔＝平均審理期間÷平均全期日回数　
　全期日回数＝判決言渡期日を除く口頭弁論期日回数＋争点整理期日回数

【表６９】平均口頭弁論期日回数及び平均期日間隔（判決言渡期日を含む）
2.9
3.1

　平均期日間隔＝平均審理期間÷平均全期日回数（判決言渡期日を含む）
  全期日回数（判決言渡期日を含む）＝口頭弁論期日回数＋争点整理期日回数＋判決言渡期日

【表７０】争点整理実施率及び平均争点整理期日回数
３１件

4.3%
0.1
3.4

【表７１】平均人証数
0.07 1.63
0.05 1.20
0.02 0.43

　端数処理の関係で各内訳の人数の合計は全体の人数と必ずしも一致しない。

【表７２】終局区分別の事件数及び事件割合
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【図７３】審理期間と新受件数の経年的変化
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　Ⅲ　高裁別

【図７４】高裁別既済事件数の状況（民事）(※P145-図277)
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【図７５】高裁別既済事件数の状況（行政）
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東京高裁 5.33 8.15
大阪高裁 6.42 9.30
名古屋高裁 6.17 8.88
名古屋高裁金沢支部 8.43 9.58
広島高裁 6.55 12.37
広島高裁岡山支部 7.91 12.29
広島高裁松江支部 6.95 10.29
福岡高裁 8.62 9.87
福岡高裁宮崎支部 5.33 9.64
福岡高裁那覇支部 8.29 9.40
仙台高裁 5.38 10.71
仙台高裁秋田支部 4.71 12.34
札幌高裁 6.82 10.12
高松高裁 7.43 10.29
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平成18年
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平均（月）
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【図７６】高裁別審理期間の状況（民事）(※P146-図279)
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東京高裁 6.47 7.48
大阪高裁 7.87 10.00
名古屋高裁 8.48 9.37
名古屋高裁金沢支部 12.53 9.56
広島高裁 10.46 11.97
広島高裁岡山支部 10.80 12.39
広島高裁松江支部 6.94 8.36
福岡高裁 9.06 10.71
福岡高裁宮崎支部 7.33 8.17
福岡高裁那覇支部 8.58 9.22
仙台高裁 7.33 8.66
仙台高裁秋田支部 4.50 13.50
札幌高裁 6.35 12.04
高松高裁 13.00 11.07
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平均（月）
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【図７７】高裁別審理期間の状況（行政）
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